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中之庄小学校児童　議場見学

　平成 25 年第２回定例会は、去る６月 10 日から 26 日までの
17 日間の会期で開かれました。
　今定例会には、平成 25 年度一般会計補正予算案を初め、承
認３件、市長提出議案 23 件、諮問１件、選挙１件、陳情１件
が上程されました。

■主な内容
①議員表彰伝達・・・・・P31
②議決結果一覧・・・・・P30
③一般質問・・・・P29 ～ P26
④委員会の審査概要・・・P25



番　号 件　名 議 決 結 果

承認第１号 四国中央市税条例の一部を改正する条例の専決処分の承認を求めることについて 承　　認(全会一致)

承認第２号
平成 25 年度四国中央市一般会計補正予算（第１号）の専決処分の承認を求めるこ
とについて

承　　認(全会一致)

承認第３号
平成 25 年度四国中央市住宅新築資金等貸付事業特別会計補正予算（第１号）の専
決処分の承認を求めることについて

承　　認(全会一致)

議案第 57 号 四国中央市子ども・子育て会議条例の制定について 原案可決(賛成多数)

議案第 58 号 四国中央市へき地保育所条例の一部を改正する条例について 原案可決(全会一致)

議案第 59 号 四国中央市国民健康保険条例の一部を改正する条例について 原案可決(全会一致)

議案第 60 号 平成 25 年度四国中央市一般会計補正予算（第２号） 原案可決(賛成多数)

議案第 61 号 平成 25 年度四国中央市国民健康保険事業特別会計補正予算（第１号） 原案可決(全会一致)

議案第 62 号 平成 25 年度四国中央市介護保険事業特別会計補正予算（第１号） 原案可決(全会一致)

議案第 63 号 平成 25 年度四国中央市下水道事業特別会計補正予算（第１号） 原案可決(全会一致)

議案第 64 号 平成 25 年度四国中央市介護サービス事業特別会計補正予算（第１号） 原案可決(全会一致)

議案第 65 号 平成 25 年度四国中央市介護予防支援事業特別会計補正予算（第１号） 原案可決(全会一致)

議案第 66 号 平成 25 年度四国中央市水道事業会計補正予算（第１号） 原案可決(賛成多数)

議案第 67 号 四国中央市教育委員会委員の任命につき同意を求めることについて 同　　意

議案第 68 号 四国中央市固定資産評価審査委員会委員の選任につき同意を求めることについて 同　　意

議案第 69 号 畑野財産区管理委員の選任につき同意を求めることについて 同　　意

議案第 70 号 入野財産区管理委員の選任につき同意を求めることについて 同　　意

議案第 71 号 長津公民館新築工事（建築・機械設備工事）請負契約の締結について 原案可決(全会一致)

議案第 72 号 平成 25 年度クリーンセンター焼却設備更新工事請負契約の締結について 原案可決(全会一致)

議案第 73 号 物品購入契約の締結について 原案可決(全会一致)

議案第 74 号 物品購入契約の締結について 原案可決(全会一致)

議案第 75 号 物品購入契約の締結について 原案可決(全会一致)

議案第 76 号 物品購入契約の締結について 原案可決(全会一致)

議案第 77 号
四国中央市川之江浄化センター（長寿命化）の建設工事委託に関する協定の締結
について

原案可決(全会一致)

議案第 78 号 四国中央市市長等及び職員の給与の臨時特例に関する条例の制定について 原案可決(賛成多数)

議案第 79 号 四国中央市防災有線告知システム整備工事請負契約の締結について 原案可決(全会一致)

諮問第２号 人権擁護委員の推薦につき意見を求めることについて 異議なき旨答申

選挙第１号 愛媛県後期高齢者医療広域連合議会議員の選挙について 選　　挙

25 年陳情第４号 日本政府が、事実にもとづく歴史認識を国内外に表明することを求める陳情 継続審査(賛成多数)

24 年請願第５号 脱原発と再生可能エネルギーへの転換を求める請願 継続審査(賛成多数)

24 年請願第６号
ＭＶ－ 22オスプレイの配備撤回と低空飛行訓練の中止を求める意見書採択につい
ての請願

継続審査(賛成多数)

25 年請願第１号 年金 2.5％の削減中止を求める請願  不採択 ( 賛成少数 )

24 年陳情第２号 「四国中央市人権対策協議会の補助金」に関する陳情 継続審査(賛成多数)

25 年陳情第１号
中小業者の家族従業者の人権保障のため「所得税法第 56条の廃止を求める意見書」
の採択を求める陳情

継続審査(賛成多数)

平成 25 年 第２回 四国中央市議会定例会　議決結果一覧

編集委員　◎印は委員長 ○印は副委員長
◎石津千代子  ○眞鍋　幹雄 ・石川　剛 ・国政　守 ・河村　郁男 ・青木　永六 ・石川　秀光
　※議会だよりは、年４回（５月号・８月号・11 月号・２月号）広報との合併号になります。
【問い合わせ先】

〒 799-0497　愛媛県四国中央市三島宮川４丁目６番 55 号　（四国中央市議会内）　0896-28-6048

《議会だより編集委員会》

■四国市議会議長会　　　　　　　■全国市議会議長会
〔特別表彰〕　議員在職 16 年以上　　　〔特別表彰〕　議員在職 30 年以上
　　　　　　越智　　滋 議員　　　　　　　　　  三谷つぎむ 議員
〔一般表彰〕　議員在職 12 年以上　　　〔一般表彰〕　議員在職 10 年以上
　　　　　　原田　泰樹 議員　　　　　　　 　   吉田善三郎 議員
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 山本　照男 議員
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 篠永　誠司 議員

議　員　表　彰

小学生が議場見学

　５月 10 日（金）、中之庄小学校３年生 64 名の児童が社会
見学の一環として、市役所５階にある議場を見学し、議会
の仕組みや役割などについて説明を受けました。児童から
も活発な質問が出て、有意義な社会見学になったようです。

長年市政の発展、振興に努められた功績に対し、表彰状が贈呈されました。

三谷つぎむ 議員

　本会議は原則として公開していますので、どなたでも傍聴することができます。傍聴を希望
される方は、本会議当日に、市役所５階で傍聴人受付簿に氏名、住所を御記入の上、傍聴してく
ださい。また、本会議の模様は市役所２階ロビー及び各庁舎、ケーブルテレビ、インターネット
で生中継をしています。
　本会議での発言を記録した「会議録」を四国中央市ホームページで、全文掲載していますので、
ごらんください。

議会を傍聴してみませんか⁉

四国中央市　議会中継 検索

　６月定例会の委員長報告をケーブルテレビで放送しています（放送時間等は不定です）。



◆文化芸術振興について
　　　四国中央市は長い歴史と風土の中で、文化芸術活動が活発であり、新しい市民文化ホールができるこの際

　　　に、より強く文化を発信するため、四国中央市文化協会を中心に市民の意見を取り入れ、一人一人が主役

　　　となる文化芸術振興基本条例の制定を思う。

◆超豪華版市民文化ホールの予算は見直し、半減すべし
　　　市民には爪に火をともす倹約を押しつけ、ホールに湯水のごとく税金を注ぎ込む姿に、市政は誰のためか

　　　市民は見抜いている。稼働率の低い大ホール、不便な便所、通路、駐車場等の計画、費用がかさむフライ

　　　タワー、総ガラス張りの仕上げ等、見直しにかじを切る新市長の勇断を求める。

◆第２次総合計画について

　　　第２次総合計画は、平成 27年度から８年間の「まちをどうするか」の青写真で、現在進行形です。何事も

　　　初めが肝心です。我々市民や議員も、もっと関心を持つべきなのに、現時点では関心が低いので、とりあ

　　　えず進捗状況と、作業方針をお伺いいたします。

◆子育て支援について

　　　国の「子ども・子育て支援新制度」の概要が示され、国の取り組みと並行して、本市でも子育て支援を計

　　　画的にサポートしていくという指針が示されているが、前市長が掲げた子育て支援四国一の取り組みと新

　　　市長の新たな取り組みについて伺う。

　　　市　長

　　　市民誰もが地域に誇りと愛着を持てる、魅力あるふるさとづくりを進めていく上では、地域に

　　根差した文化、芸術の振興が極めて重要である。このことは、文化芸術振興基本法においても、

　　地方公共団体はそれぞれの地域の特性に応じた施策を実施することとされており、文化、芸術の

　　振興は行政の責務と考えている。本市の文化、芸術振興の発展については基本条例制定は重要な

　　一つのツールであると考えており、現在立案中の第２次総合計画の具現化を目指すとともに、条

　　例制定の意義や有効性を検討していきたい。

その他の質問　・地域農業について　・証明書等の交付について　・防災力の向上について

　　　企画財務部長

　　　基本設計に示される大ホール、小ホールについては、将来の人口推計や土居ユーホールとのす

　　み分け、市民の利便性など総合的に判断して最適な規模で、最適な機能を備えた施設と考えてい

　　る。文化の交流の場として質感の高い設計及び建築工事には、それらに見合った費用が必要であ

　　るが、経済性にも十分検討を加えできるだけ経費を抑えたい。またフライタワーについては舞台

　　の幕、スクリーン等を格納するために必要不可欠な設備と考える。議員の皆様にも、にぎわいの

　　拠点づくりを担う施設となるよう御協力いただきたい。

その他の質問　・市長の政治姿勢について　・川之江地区まちづくり基本計画について

　　　　　　　・公務員給与引き下げ強要による地方交付税の削減は地方自治破壊。道理のない給与

　　　　　　　　削減はすべきでない

　　　市長、企画財務部長

　　　第２次総合計画は、平成 24 年８月の総合計画審議会の開催を皮切りに、11 月には公募型プロ

　　ポーザル方式による業者選定により、策定支援業務を株式会社ぎょうせいに委託した。昨年度は

　　市民アンケート調査など各種基礎調査と各種会議を随時開催し、課題抽出を中心に議論を重ねて

　　きた。現在は各種基礎調査の分析結果とこれまでの議論内容をもとに、まちづくりの理念やまち

　　の将来像を示す基本構想（案）を７月中に審議会に諮るべく作業を進めている。また、総合計画

　　の具体的施策となる基本計画（案）の策定については、分野を横断する重要な事業を重要プロジェ

　　クトとして、展開していく方向で検討を進めている。

その他の質問　・老人クラブの活性化について　・海抜表示について

　　　市長、子育て支援担当部長

　　　子育て環境四国一を目標として掲げ、県内初の妊婦歯科個別健診や地元企業との官民協働事業

　　として全国で唯一の乳児紙おむつ支給事業、こども医療費の充実など、妊娠期から子供の成長に

　　合わせてさまざまな施策に取り組んできた。今後策定予定の子ども・子育て支援事業計画におい

　　ては、現在の子育て支援のニーズにとどまらず、予想される潜在的なニーズまで調査することと

　　しており、さまざまな子育て支援が提供できるよう実効性があり、効果的な計画になるよう努め

　　るとともに、これまで進めてきた子育て環境づくりの歩みをとめることなく、本市が目指す将来

　　像を描きながら、市民のニーズに応える積極的な子育て支援に努めていきたい。

その他の質問　・観光事業について

一 般 質 問
紙面の都合上、１議員１問の質問を掲載しています。

◆用途地域指定見直しによる企業立地推進について
　　　県道壬生川新居浜野田線土居町東部から市道豊岡寒川海岸線沿道近辺と土居インターチェンジ周辺は農業

　　　振興地域指定解除を検討中か進捗を問う。また、用途変更ができれば地価が安く企業進出が見込めるので、

　　　地元住民や女性の職場を確保したいが、現状及び今後の見込みを問う。

◆三島医療センターの常勤医師確保と中核病院建設で愛媛県に協定遵守の要求を

　　　４月より県派遣の常勤医師がいなくなり、さらに医療体制が後退している。また三島地区に中核病院建設

　　　の問題も、３．11 以後現在地は適地でないとの認識も広がり困難性が増している。これらの打開には、医

　　　師確保と病院用地確保を愛媛県に強く求めるべきである。

　◆あったかな四国中央市政に臨む篠原市長の所感について

　　　四国中央市第２代篠原実市長として、初代市長井原市政の継承を基礎とし、四国中央市の進化と発展に向

　　　けて「四国のまんなか、人がまんなか」をスローガンとする本市のあすのまちづくりへの熱い思いをお聞

　　　かせください。

　　　市　長

　　　四国中央市の９万市民の皆さんが、誰かのプラスになっているのだと思えるようなまちをつく

　　　りたい、それがあったかな四国中央市であるという自分の思いを込めた表現になっている。御

　　　承知のとおり、現在の本市においては重大案件が山積しているが、今を大切にしながら 10 年

　　　先の本市の姿を思い浮かべ、第２次総合計画や市民文化ホールの建設など、具体的事業に真正

　　　面からに取り組んでいく覚悟である。

その他の質問　・つぎの世代を育む地域教育について　

　　　　　　　・たすけあいの機能を高める大規模災害への備えについて

　　　　　　　・かみのまちの強みを生かした農商工連携の６次産業化について

　　　　　　　・なかまの力を結集する文化活動の振興、創造について

　　　福祉保健部長

　　　三島医療センターの医師体制確保については、県立三島病院移譲時に県と公営企業管理局及び

　　公立学校共済組合の３者により締結された基本協定書に、県と公営企業管理局は医師確保につい

　　て最大限協力する旨が規定されているため、引き続き要望していきたい。また、統合新病院の用

　　地確保については、三島医療センター立地場所以外に建設される場合は、県との連携を図りなが

　　ら、地域医療確保のため、行政として可能な範囲で協力できるよう検討していきたい。

その他の質問　・篠原市長の政治姿勢について　　　　・公民館と集会所の耐震強化について

　　　　　　　・改悪生活保護法の運用などについて　・住宅リフォーム助成制度について

　　　　　　　・小中学校にエアコンを

眞鍋 幹雄 議員

三好　 平 議員

石川　 剛 議員

河村 郁男 議員

劣化が著しい川之江テニスセンターコートの改修を求める！

仮

山川 和孝 議員

山本 照男 議員

青木 永六 議員

　　　市　長

　　　都市計画用途地域の見直しについては、現在庁内関係課で調整作業を進めており、今後は、県、

　　国、関係機関等とも協議しながら、土居インターチェンジから県道壬生川新居浜野田線、市道豊

　　岡寒川海岸線沿道付近も含め、都市計画区域全体の用途地域の見直し素案を今年度末までには作

　　成し、平成 26 年度に成案としていく予定である。また、今年度から産業支援課内に企業立地推

　　進室を設置し、迅速な誘致、留置活動の実現に向けた体制を整えたところであるが、用地確保を

　　始め、農業と産業の調整作業を含めた関係機関との連携、企業動向の情報収集を積極的に行うな

　　ど、ソフト、ハード施策を展開する予定としている。

その他の質問　・乳児保育園の待機解消について　

　　　　　　　・幼稚園、保育園、小中学校の耐震化工事について



◆食物アレルギー対策について

　　　アレルギー疾患のある子供への対応指針をまとめたガイドラインがつくられています。市内学校、幼稚園、保

　　　育園で食物アレルギーのある児童数、アナフィラキシーショックを起こした人数、エピペン保持者は何人いま

　　　すか。また、万が一食物アレルギーによる事故が起こった場合の学校の対応をお伺いします。

　　　教育長

　　　食物アレルギーのある児童数は、公立保育園 31 人、公立幼稚園 19 人、小学校 210 人、中学校

　　125 人となっている。また、平成 24 年度にアナフィラキシーショックを起こした園児児童生徒は

　　おらず、エピペン保持者は、現在小学校に３人いる。万が一食物アレルギーを発症した場合には、

　　原則としてまず本人によるエピペン注射を行うことを想定しているが、状況に応じて、救急車に

　　よる病院搬送や保護者に連絡をした上での教職員によるエピペン注射等の処置を行うこととなる。

　　いずれにしても学校のアレルギー疾患に対する取り組みガイドライン等を参照の上、アレルギー

　　疾患を持つ児童生徒が、安心して学校生活を送れるよう、教職員全体で対応したい。

その他の質問　・ＩＣＴ自治体の取り組みについて

　　　教育部長

　　　本市には多くのスポーツ施設があり、健康増進や体力の向上など市民スポーツの振興に大きく

　　寄与している。施設の維持修繕に当たっては、利用者や種目団体の皆様からの御要望等をもとに、

　　それぞれの施設の状況を調査、把握した上で緊急性や必要性を勘案して対応しているが、小規模

　　な修繕は、種目団体の皆様の協力を得て共同で補修等に当たる場合もあり、大変感謝している。

　　今後においては、総合的で長期的な視点に立った整備計画を策定し、施設の安全性や機能保全を

　　図りたい。また、それに伴い多大な財源の確保が必要となることから、関係部署とも協議を行っ

　　ていきたい。

その他の質問　・文化財保護と地域経済の振興をいかに両立させるのか　・新市長のもとでのＪＲ浜

　　　　　　　田踏切改修事業と、市道三角寺岩屋線拡幅工事の進捗状況を改めて問う

◆期日前投票の改善についてお伺いします　　　　　　　

　　　当日でも期日前でも、御年配の方や過敏に緊張される方、自分で文字が書けない等、さまざまな理由で

　　　投票に行けない方々がおられます。そこで宣誓書等をあらかじめ記入して投票に行けるよう改善してい

　　　ただきたいと思いますが、御見解をお伺いします。

　　　選挙管理委員会委員長

　　　平成 15 年に制度化された期日前投票については、制度導入後 10 年を経過した今日において、

　　期日前投票をされる選挙人が増加傾向にあり、高齢者や障害者の負担軽減、また、会場で戸惑う

　　方への配慮についての御意見は、貴重な御提言であると思っている。宣誓書を入場券の裏面に印

　　刷するとなると、印刷費や郵送費等、経費の増大が見込まれることから、市のホームページから

　　宣誓書のダウンロードを可能にすることや、各庁舎の市民窓口センター等に備えつけるなど、選

　　挙人のさらなる利便性の向上や、費用対効果等を考慮しながら、今後検討していきたい。

その他の質問　・臨時職員の待遇改善について　・農業振興について

　　　　　　　・観光振興について　　　　　　・郷土の歴史の紹介について
国政 　守 議員

◆市の管理するスポーツ施設の整備促進を求める

　　　“やさしいあったかなまちづくり”を目指す上で、スポーツインフラの整備は欠かせない課題である。とり

　　　わけ川之江テニスセンターのコートは劣化が著しく、重大な傷害事故につながる可能性が大であると訴え

　　　続けているにもかかわらず、なぜ張りかえをしないのか。

谷　 國光 議員

◆民営保育園の発達障害児支援に係る加配保育士雇用の補助金は平等であるべきではないのか

　　　本市は平成 23 年 24 年に東保育園と妻鳥保育園を民営化しました。この２園だけに加配保育士に対する

　　　補助金が支出され、他の民営保育園には加配保育士補助金は支出されていません。補助金要綱を早期に

　　　見直しして平等な運営を望みます。

　　　子育て支援担当部長

　　　保育園では、発達に障害のある子どもについても可能な限りの受け入れをしているが、障害の

　　特性によっては対象児童に応じた適正な支援をするための加配保育士の配置が不可欠である。本

　　市では、移管後も公立保育園と同等のサービスを提供できるよう、四国中央市移管保育所運営費

　　等補助金交付要綱に基づき、民営化された２園についてのみ加配保育士に対する補助金交付を

　　行っているが、他の民営保育園に対する補助金の支出はなく、必要とされる加配保育士の配置に

　　対する負担軽減のため、早急に補助金制度等を創設していく必要があると考えている。ただ、実

　　施に当たってはデリケートで難しい問題を抱えている面もあることから、関係機関との協議を十

　　分に行い、補助金交付要綱の設置に向けて検討していきたい。

その他の質問　・企業誘致策（立地）について曽我部 清 議員

◆地域コミュニティ基本計画の進捗状況について

　　　地域の結びつきが希薄になっていく中で、昨年度から数回にわたり検討委員会を開き、地域コミュニティ

　　　基本計画を策定した。その中で地区コミュニティ協議会を立ち上げたが、今からどのような形で公民館と

　　　の連携を図りながら進めていくのか、具体的に伺う。

　　　市　長

　　　地域コミュニティ基本計画を基軸とし、今後モデル地区を選定して、公民館単位において、特

　　色ある地区コミュニティ計画を作成していただき、地域課題解決に向けた事業等を展開、成果を

　　検証した上で、その他の地区へ事業の拡大を図っていきたい。また、地域コミュニティが主体と

　　なり子供の教育を行うことで、子供たちのまちに対する愛着が生まれ、将来のまちづくりの担い

　　手の育成につながるため、地域教育力の向上が重要な取り組みであると考える。市としては補助、

　　交付金の創設や人的支援等を行いながら、活動拠点としての役割を果たす公民館の今後のあり方

　　を検討し、地域力や地域教育力の向上を図るため、実効性のある施策を講じていきたい。

その他の質問　・全国学力調査の学校別成績について苅田 清秀 議員

谷内 　開 議員

◆金生町の交通安全対策について
　　　川之江庁舎から東へ向かう主要地方道大野原川之江線沿線で、山田井のファミリーマート川之江金生町店

　　　までの約１キロメートルもない区間には危険箇所が非常に多いと言えます。県や警察署及び関係機関と連

　　　携しての対応策は、どうなっているのでしょうか。

　　　市　長

　　　御承知のとおり、金生町は、まちを横断、縦断するような形で県道が走り、その間を狭い市道

　　で連結している状態となっている。地元の方々の要望もあり、交通標識ラインや信号機の設置な

　　どにも努力してきたが、幅員の狭いところでは信号機の設置も困難となり、登下校時の児童たち

　　を交通事故からどう守っていくかが行政的課題となっている。交通事故に対しては、被害者のみ

　　ならず加害者側にも人生そのものを狂わせてしまうという認識を持っており、交通事故防止に向

　　けて関係機関と連携、協議しながら、安全・安心なまちづくりを推進していきたい。

その他の質問　・マスコットキャラクターについて
大野 　勝 議員

◆篠原市長のあったか市政を問う
　　　①発達障害のある子供たちは、義務教育なのに新居浜の支援学校に通学しており、往復で２時間に余る時

　　　間がかかり親子ともに大きな負担となっている。障害児（者）の施策はおくれている。②デマンドタクシー

　　　はエリアがあり不便で使いにくい。高齢者に移動支援チケットを広げるべきではないか。

　　　①教育部長　②福祉保健部長

　　　①愛媛県立新居浜特別支援学校へ通う子供たちは、早朝便での登校の場合、夜明け前の準備   

　　や授業開始時刻までの待ち時間が長くなることなど、子供たちや保護者の精神的、肉体的負担が

　　大きくなっているのが現状である。本来であれば県がその対応を行うものであるため、今後も継

　　続的にあらゆる方面から、県に対して改善策の要望や陳情を行っていきたい。

　　　②高齢者の移動支援については、高齢者バス利用費支援事業を実施しており、バス回数券購入

　　費用の半額を助成している。一方、移動支援チケットは、心身障害者の社会参加促進を図るため

　　利便性を高めたところだが、今後も近隣他市の制度を参考に検討を加えたい。

その他の質問　・市民文化ホール建設についての見解を問う　・狭隘な道路整備事業について

　　　　　　　・水道行政の民営化拡大について　　　　　　・翠波高原の開発予算に関連して三谷つぎむ 議員

◆紙産業を紙のまち四国中央市の将来とともに、今後どのように発展させていくか
　　　年間約 5,000 億円と全国一の紙製品出荷額を誇る当市紙産業のさらなる発展のために何が必要か。産業支

　　　援課と今年度新設の企業立地推進室の役割は何か。社団法人愛媛県紙パルプ工業会に対する認識と、紙業

　　　界団体との連携を今後どのように強化していくのかを問う。

　　　市長、産業活力部長

　　　紙産業の今後の発展の鍵を握るのは、製紙技術の向上と紙加工分野の発展の２つの要素が考え

　　られる。産業支援課では、ものづくりの支援体制を固めたり、関係する支援組織が協力して紙の

　　総合マッチングサイト“四国は紙國”を立ち上げ、新たな試みを始め注目を集めている。しかし

　　ソフト事業だけでは限界があり、本市最大の課題である用地確保の解決を図るために新設された

　　のが企業立地推進室で、今後適地の調査や整備手法等を検討していきたい。また、社団法人愛媛

　　県紙パルプ工業会は、業界団体としての活動はもとより、多方面において数多くの実績を上げて

　　いる非常に重要な組織と認識しており、定期的な会合を行うことで連携を強化していきたい。

その他の質問　・保育園の民間移管について　　　　
吉田善三郎 議員



●議案第 60 号「平成 25 年度四国中央市一般会計補正

　予算（第２号）」所管分

質問　常備消防施設整備事業として、老朽化した水槽付き

　　ポンプ自動車を災害対応特殊水槽付き消防ポンプ自動

　　車に更新するための経費が計上されているが、それぞ

　　れのポンプ自動車の特徴的な仕様の違いについて伺う。

答弁　現在、本署に配備されている水槽付きポンプ自動車

　　は、消防ポンプ車に 1,700 リットルの消火用の水を積

　　載している車両である。災害対応特殊水槽付き消防ポ

　　ンプ自動車の大きな特徴は、圧縮空気泡消火システム

　　と 2,000 リットルの水を搭載した車両で、ホースライ

　　ンを変えずに、水・泡を切りかえながら消火活動がで

　　きるものである。消火の特徴としては、水の使用量が

　　少ないため、消火活動による水損を軽減させ、水の

　　13.5 倍の消火効果があると言われている。さらに、ホー

　　スが軽くなるため操作効率がよく、隊員の負担軽減にもな

　　り、放水の際は水蒸気により視界が遮られる状況だったも

　　のが、視界確保もでき、安全な消火活動ができる。　

質問　消防防災センターには、約 300 人を収容する大会議

　　室を貸し出し用としているが、現在、駐車場は何台確

　　保できているのか。

答弁　駐車場は 60 数台を確保しており、市役所の駐車場等

　　との連携により運用で対応できるものと考えている。

●議案第 57 号「四国中央市子ども・子育て会議条例の

　制定について」

質問　四国中央市子ども・子育て会議の内容について、詳

　　細を問う。

答弁　子育て会議は、平成 27 年度からの子ども・子育て支

　　援事業計画の策定に当たり、待機児童の解消等に限ら

　　ず、子育てに関するさまざまな支援について御審議い

　　ただくものであり、まず、平成 25 年度に子育てに関す

　　るニーズ調査を予定している。なお、審議内容は、保

　　育園や幼稚園のあり方、民間企業の参入等、非常に多

　　岐にわたるものである。

●議案第 60 号「平成 25 年度四国中央市一般会計補正

　予算（第２号）」所管分

質問　生活保護適正実施推進事業の嘱託員報酬が計上され

　　ており、元警察官を相談員として雇用するとのことだ

　　が、その理由は。

答弁　昨今、生活保護に係る相談内容が複雑化しており、

　　有資格者の必要性が高まっていることから相談員の雇

　　用を行うものである。また、国の補助要綱において、

　　警察官や元警察官、弁護士、社会福祉士等の有資格者

　　を相談員として雇用する際に全額補助されることと

　　なっている。

●議案第 66 号「平成 25 年度四国中央市水道事業会計

　補正予算（第１号）」

質問　中田井浄水場等更新整備・運営事業について、今回

　　ＤＢＯ方式を採用することによって、どれくらいの費

　　用対効果が期待できるのか。

答弁　価格を重視する入札を行えば、コスト縮減効果が大

　　きくなるが、今回の計画は難しい工事になり、技術面

　　を重視する入札方法を採用することを考えていること

　　から、全国の事例から見ると、通常の方法と比較して、

　　３％から 13％のコスト縮減を期待できるのではないか

　　と考えている。現在、コンサルタントが数値を算定中

　　である。

●議案第 77 号「四国中央市川之江浄化センター（長寿

　命化）の建設工事委託に関する協定の締結について」

質問　長寿命化計画策定フローにおける健全度評価につい

　　て伺う。

答弁　設備部品単位でのさびの度合いや構造物のひび割れ

　　などの劣化状態を５段階で評価し、２以下のものに対

　　しては長寿命化もしくは更新を検討する。

質問　今回の長寿命化工事によって、どれくらい設備を延

　　命化できるのか。

答弁　長寿命化計画策定には、部品を交換することによっ

　　て延命化できる場合と劣化状態がひどく延命化が不可

　　能で更新する場合があり、今回の工事内容については、

　　水処理施設の延命化ではなく更新である。

●議案第 60 号「平成 25 年度四国中央市一般会計補正

　予算（第２号）」所管分

質問　緊急雇用対策事業費、未就職新卒者人材育成事業は

　　どのような事業であるのか。

答弁　新卒おおむね５年以内の未就職新卒失業者を市臨時

　　職員として採用するとともに、スキルアップ研修を受

　　講させることで、若年者の雇用機会創出とスキルアッ

　　プにより次の就職支援に寄与することを目的としてい

　　る事業である。

質問　観光費、翠波高原整備事業について、防護柵の設置

　　により鹿やイノシシの被害は防ぐことができるのか。

答弁　翠波高原の防護柵に関しては、ワイヤーメッシュで

　　の防護柵が最良であるとの認識だが、有害鳥獣の駆除

　　と防除の観点から、今後も最善の方法について研究を

　　重ねたいと考えている。

質問　農地費、ため池調査計画事業について、ため池の一

　　斉点検の結果は公表する予定であるのか。

答弁　ため池の一斉点検と合わせて、３年間で 16 カ所の浸

　　水被害ハザードマップを作成する予定である。ハザー

　　ドマップの作成に当たっては、地域住民とのワーク

　　ショップにより、地元の意見を反映させたハザードマッ

　　プを作成し公表することになる。

紙面の都合上、質問は抜粋しています。


